
伸　　　び　　　率　  （ 　％ 　）

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　  　　般　 　　財  　　 源

そ　　　　　　の　　　　　　他

地　  　　　　方　 　　　 　債

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

訳

内

源

【手段（事業内容・どのようなことを行うのか）】

【事業開始のきっかけや他市の状況など】【めざす姿（意図・どのような状態になるのか）】

事業期間

事業の区分

目項
根拠法令

総合計画実施計画策定及び行政評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

対象年度

事業

担当課係等

【対象（だれに対して・何に対して行うのか）】

【事業をとりまく環境の変化】

考

備

予算事業名

356
223
0

R05年度

579

0

0

0

0

579

579

1,200
295
291

R06年度

         208.46

1,786

0

0

0

0

1,786

1,786
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令和５年度に市内で初めて複式学級が編制された学校があり、小学校
の入学予定者数の推計では今後も減少傾向が見込まれることから早急
に検討する必要がある。

・結城南中学校区新設校推進委員会
（先進地視察、建設工事に関すること）
・新設校推進委員会専門部会
（通学路・ｽｸｰﾙﾊﾞｽ、教育計画、備品）
・アンケート実施、会報発行

【令和 7年度　事業内容】
・結城南中学校区新設校推進委員会
（建設工事に関すること）
・新設校推進委員会専門部会
（通学路・ｽｸｰﾙﾊﾞｽ、教育計画、備品）
・アンケート実施、会報発行

【令和 8年度　事業内容】
・結城南中学校区新設校推進委員会
（建設工事、外構工事に関すること)
・新設校推進委員会専門部会
（内覧会、開校式・閉校式、PTAのこと）
・アンケート実施、会報発行

【令和 9年度　事業内容】

　令和4年3月に策定した「結城市学校適正配置等に関する方針」に基
づき、早期に取り組む必要がある結城南中学校区について、5つの小
学校を統廃合し小中一貫教育を推進するための新設校設置に向けて協
議する。必要に応じて適正配置等検討委員会及び各地区推進委員会を
設置し、本市の学校教育の在り方や再編の方法を協議する。
・結城南中学校区新設校推進委員会の設置（令和4年度から）
・結城南中学校区新設校推進委員会専門部会（令和5年度から）
・推進委員会、専門部会主体のアンケート実施、会報発行
（今後必要に応じて結城市学校適正配置等検討委員会、（仮称）結城
中学校・結城東中学校学区再編推進委員会を設置）

小中学校適正配置等推進事業

金額 ( 千円 ) 金額 ( 千円 )

小中学校

07

小中学校適正配置等推進事業費

主要事業

01
10

継続　（令和 2年度～　　  年度）

児童生徒数の減少傾向を踏まえ、学校の適正配置等の指針が国・県か
ら発令され、その指針に基づき統合等が実施されている。

01

児童生徒数の減少傾向を踏まえ、学校の適正配置を推進し、特色を生
かした学校教育を提供する。

02

令和 7年度

07 報償費
10 需用費
11 役務費

未来を担う子どもと　生き生きした市民を育む地域を目指そう

地域への愛着と誇り、「生きる力」を育む教育環境づくり

安心して学べる学校づくりの推進 学校教育課

小学校新設推進係

経常経費



種類

■指標

活動

指標

指　標　名 単　位

目標

目標

目標

指標

成果

目標

実績

実績

実績

実績

■事業評価

■方向性

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策））

R05年度 R06年度 R07年度

       4.00        0.00        0.00

       4.00        0.00        0.00

       6.00        6.00        6.00

       6.00        6.00        6.00

結城南中学校区推進委員会の開催

結城南中学校区推進委員会からの会報発行

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　■改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

結城南中学校区の5つの小学校（絹川、上山川、山川、江川北、江川南）を統合する新設校の設置に向け、引き続き事業を推進する。

□拡充（人・モノ・カネ等の拡充）　□改善改革しながら継続　□現状のまま継続（改善・改革なし）　□統合・新規事業への展開
□縮小　□休止　□廃止・終了　□予定どおりの要求　□一部改善の上要求　□今回は見送り　□その他の処置

上記評価のとおり

回

回

Ａ 必要性は高い

Ａ 妥当である

方向性の具体的内容

企画調整会議の意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

Ａ 妥当である

Ｂ どちらとも言えない

Ａ 偏りは見られない

Ｂ どちらとも言えない

Ｂ どちらとも言えない

必要性

妥当性

効率性

公平性

有効性

進捗度

総合評価

対応策提言等

当初の推計より早く複式学級が編成された学校がある上に、今後も小中学校の入学予定者
数は減少傾向が見込まれることから必要性・緊急性は高い。

公立学校に係る事業であるため、行政が実施しなければならない。

検討委員会や推進委員会は、学識経験者、学校関係者や保護者による外部組織を設置して
おり客観性が担保されている。

効率性を求め保護者会や自治会での意見吸い上げや決定事項の周知を期待し、代表者のみ
を委員として協議を進めているが、全ての保護者・地域住民まで行き届いていないという
意見が多い。

市内全域の全小中学校について適正配置を検討しており、将来の入学者を見据え就学前児
童保護者も対象とし周知や意見募集を実施している。

目標達成のためには保護者や地域住民との合意形成過程が重要であり、成果基準の設定が
難しい。

結城中学校区の適正規模化や結城東中学校区の学区再編については、現在の学区決定の経
緯も踏まえ引き続き地域住民や保護者との調整が必要なため行政都合で進めることは難し
い。

推計より早く複式学級が編制された学校があり、児童生徒数の減少による学校の在り方の問題は先送りできない喫緊の課題である。令
和4年3月に策定された結城市学校適正配置等に関する方針に基づき、結城南中学校区新設小学校については令和10年開校を目標として
計画的に事業を推進する。

市の学校適正配置等に関する方針や結城南中学校区新設校基本構想・基本計画について保護者・地域住民に理解を深めていただき協力
体制を構築するために、きめ細かく説明会やアンケート調査を実施し丁寧に事業を進めることが重要である。

事業の必要性

実施主体の妥当
性

手段の妥当性

コストの効率性
・人員効率

受益者の偏り

成果向上の余地

事業の進捗

上記評価を踏まえて事業全体について評価し、問題点・課題等を指摘してください

この事業を今後どのように改善・改革をしていきますか

       0.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

令和4年3月策定済
       0.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

学校適正配置等に関する方針策定 式

式

令和 5年度行政評価シート


